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Abstract
It has been said that the spread of social networking services (SNSs) has changed the 

style of social movements. One of these changes has involved gathering participants, and has 
been called “the revolution of mobilization.” However, the membership of many Japanese 
environmental movements are aging and decreasing in number. They are faced with a labor 
shortage, so how far is “the revolution of mobilization” progressing? This study examines how 
environmental citizen groups in Japan are using information and communications technology 
(ICT) to expand their membership and how ICT is changing citizen movements. We interviewed 
six nationwide environmental citizen groups, three local environmental citizen groups, 
three nationwide intermediate support organizations, and three local intermediate support 
organizations. Since these environmental citizen groups possess minimum manpower required 
to sustain their activities, though they are prepared to use ICT, they are unable to organize, 
strengthen, or expand. Although the aging membership and shortage of staff are recognized 
as a big problem, they are unable to solve these problems fully. Although new movements 
are born from younger generations and big cities, the existing groups have not sufficiently 
engaged with ICT to develop their movement. In the present situation, existing groups cannot 
avoid the reduction and aging of their membership, and their activities may decline. Filling the 
generational gap and regional gap in citizen movements therefore remains a problem.
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Ⅰ　はじめに

　アメリカでは，1970年代からの草の根的なパ
ソコン・ネットワークの潮流のもと，環境運動や
消費者運動，反戦運動，フェミニズムなどが，イ
ンターネットのようなグローバルなネットワーク
の発展と相乗的に関わり合いながら，活動を展開
してきた（吉見，2016，p.223）。日本ではそれか
ら遅れるものの，1995年前後を転換点としてパ
ソコンやパソコン通信が一気に社会に浸透し，災
害ボランティアの活動で重要なツールとなり，さ
らには，藤前干潟のごみ処分場建設問題や吉野川
河口堰問題，東京湾三番瀬埋め立て問題，諫早湾
干拓問題などの社会運動のあり方にも影響を与え
たとされる（吉見，2016，p.227）。2010年からの
アラブの春や2011年の東日本大震災などにおい
て，インターネットを介したネットワークが果た
した役割は大きく，その社会的影響力は拡大し続
けている。大きな社会変革をもたらすようなもの
に限らず，日常生活の中にも十分に浸透しており，
インターネットを介した情報ネットワークなしに
社会は回らない時代になっている。
　津田（2012，p.24-25）によれば，ソーシャル
メディアとは，ユーザーとユーザーがつながっ
て，双方向的に情報を提供したり，編集したりす
るネットワーク上のサービスのことをいい，人
と人とのつながりをサポートするコミュニティ
型のウェブサイトであるSNS（Social Networking 

Service：FacebookやTwitterなど。以下，SNSと表
記）やユーザーが直接情報を投稿するサイトであ
るCGM（消費者作成メディアConsumer Generated 

Media：YouTubeやニコニコ動画など）がある。
水野（2017，p.184-185）は，ソーシャルメディア
の機能として，「単なる連絡手段と拡散手段」と「動
員するメディア」の2つがあるとする。なお，本
稿ではSNSやCGM，一般的なウェブサイトなど
を実現する情報通信技術を ICT（Information and 

Communication Technology）と略記する。
　津田（2012）は，「ソーシャルメディアがリア
ル（現実の空間・場所）を『拡張』したことで，
かつてない勢いで人を『動員』できるようになっ
た」（p.5）といい，これまでの社会運動の方法論

ではない新しい方法論をとることの必要性を訴え
つつ，「もはや『動員の革命』が起きたことは疑
いようがありません」（p.240）と断じている。ソー
シャルメディアは，アラブの春のような大きな社
会変革のきっかけになったり，東日本大震災のよ
うな災害の混乱時に人々の連絡手段や情報収集手
段として重要な役割を果たしたりする。
　ソーシャルメディアが「動員の革命」をもたら
すと指摘されるなかで，本稿では，市民活動団体
とソーシャルメディアに関心を寄せる。ソーシャ
ルメディアの発展・普及が日常生活や社会運動を
変えているのは確かだが，果たして，現状でソー
シャルメディアは市民活動の現場でどこまで使わ
れているのだろうか。新しい動きは確かにあるも
のの，従来からの市民活動はなくなったわけでは
なく，実際の地域で恒常的に活動しているのは，
むしろ従来からの市民活動団体である。これらの
現場でよく耳にする（本調査でもしばしば聞かれ
た）のは，人手不足で，かつメンバーが高齢化し
ているという声である。マクロな社会で社会運動
における「動員の革命」が進んでいるといわれる
一方，ミクロな現場では動員に困っている現実が
ある。本稿では環境保全や環境配慮行動促進など
を目的とする市民団体に注目し，それらが，特に
人集めに関してソーシャルメディアをどのように
使っているのか，そしてそれは運動のスタイルを
どう変えようとしているのかについて，いくつか
の環境団体等への調査に基づいて明らかにするこ
とを目的とする。
　新しい取り組みは先進事例として紹介されるも
のの，活動歴の長い市民活動団体が，ソーシャル
メディアをどう使っているのかを実際に調べた研
究はあまり多くない。そのようなかで，和田（2015）
は剣道関連団体を例にソーシャルメディアの利用
とそれによる活動の変化を明らかにした。そこで
は，インターネットによる新たな視聴空間の創出
が，剣道のコンテンツ化を促し，競技性の重視（文
化的側面の軽視）をもたらすとともに，剣道活動
者相互の新たなコミュニケーション空間として機
能するようになり，従来の階層的・上下関係的な
関係とは異なる水平的コミュニケーションを可能
にしたと論じている。また，この調査の中で，剣
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道を始めるきっかけとして，インターネットを含
むメディアから得た情報をあげる者はわずかしか
いないことを示しており，このことから，メディ
アからの情報が新しい仲間を増やすことにはつな
がっていないことが確認できる。
　なお，本稿において，環境保全や環境配慮行動
促進などを目的とする市民団体を対象として，特
に動員方法としてのソーシャルメディアに焦点を
あてる理由は，本研究をその一部とする上位の研
究課題がある筆者らの事情による。その研究では，
環境保全や環境配慮行動に関心のある個人に対し
て，その関心を行動につなげる，具体的には環境
ボランティア活動参加を促すための情報システム
を開発することを目的としていて，本稿はその一
環として，既存の環境系市民団体の現状やニーズ
について調査した結果に基づいている１）。そのた
め，本稿は，さまざまなジャンルにわたる市民活
動の中から，環境保全や環境配慮行動に関わる活
動を対象として，かつ，動員とソーシャルメディ
アの関係に焦点を当てたものになっている。そう
ではあるが，環境関係の市民活動は，マイナーな
市民活動ではなく，代表的な市民活動の1つであ
るし，動員に関しても，上述の通りソーシャルメ
ディアの特徴を「動員するメディア」とするなら
ば，その実情に焦点を当てることは的外れとはい
えない。実際に得られた知見は，環境系の市民活
動に限定されることではないし，調査において動
員以外の活用状況についても調べているので，当
初設定以上の一般性をもつ情報を示せている。
　以上をふまえ，本稿の目的を改めて示せば，環
境系の市民団体が，特に人集めに関してソーシャ
ルメディアをどのように使っているのか，そして
それは運動のスタイルをどう変えようとしている
のかを明らかにすることを第一とし，さらに環境
系の市民活動に人々の参加を促すためのソーシャ
ルメディアの課題検討にまでつなげたいというこ
とになる。

Ⅱ　調査方法

　調査としては，環境市民団体等への聞き取り調
査を中心に，各団体のウェブサイト等の現物の確

認（そこからの情報収集），訪問時に入手した紙
媒体の資料等からの情報収集を行った。聞き取り
の対象として，必ずしもうまく区分できないとこ
ろがあるが，全国的な環境市民団体等，地方の環
境市民団体，全国的な中間支援組織，地方の中間
支援組織の4種を取り上げた。その内訳は，環境
関連活動を行う市民団体として全国組織6，地方
組織3の9団体，また，市民団体の活動支援を行
う中間支援組織として全国3，地方3の6団体と
した（表1）。本稿では，調査の仕方を異にする
ので情報に加えていないが，千葉県柏市内の市民
団体と埼玉県入間市内の市民団体からも情報を得
ている。考察時には，必要に応じてそれらを参照
する。
　なお，全国的組織等の1つとして旅行会社の
H.I.S.を取り上げているが，これは同社のボラン
ティア観光への動員（集客）が，各地の市民団体
と一般消費者をマッチングさせる新しい動きとし
て注目できることから調査対象に加えたもので
ある。また，green bird名古屋チームを地方団体
の事例とした。green birdは全国規模の活動であ
り，名古屋での聞き取りでは全国規模での活動に
ついても話を聞いている。名古屋チームは，全国
規模で行われている活動の名古屋支部的な存在な
ので，本稿では地方団体として扱った。地方団体
の1つとした西条・山と水の環境機構については，
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筆者の1人が運営委員で状況を把握しているため
に，あえて聞き取り調査はせず，外部公開してい
る資料に基づき考察した。
　聞き取りでは，団体の性格を加味して質問内容
を変えているが，概ね次のことを尋ねている。環
境市民団体に対しては，団体の目的と活動内容，
活動への会員やボランティアの参加の状況，会員
やボランティアなどの人集めの方法，ソーシャル
メディアの利用状況，およびそれらへの期待と課
題について尋ねた。また，市民団体の中間支援
団体に対しては，事業を通じて感じているボラン
ティアの現状，ボランティアの獲得方法について
の意見やアドバイス，市民団体とボランティアの
マッチングの現状・課題，ソーシャルメディア活
用についての意見などを質問した。それぞれでの
聞き取りは，大筋での質問項目を用意した上で，
聞き取りをしながら，状況に応じて話を広げたり
狭めたりする半構造化インタビューによっている。
　調査は，2014年の2月から2016年の2月にかけ
て断続的に行った。情報通信技術は日進月歩で
進化しているために，調査時点からやや時間が経
ち，聞き取り当時の状況と現状とで状況が変わっ
ていたり，対象団体間の調査時期による状況の違
いがあったりする。その意味では，本報告は最新
の現状を示しているというわけではない。特に，
LINEや Instagramはほとんど話題に出てこない。
ただし，調査対象団体は中央の一部の中間支援団
体を除けば，現在のウェブサイトで確認する限り，
大筋ではあまり変わっていないようである。

Ⅲ　結果

（1）全国的な市民団体等
　聞き取り調査の結果を表2から表9にまとめた。
全国的な市民団体等については，団体の活動内容
とボランティアの参加（表2，表3）と団体の ICT

利用の現状と期待（表4，表5）の2種類4枚の表
にまとめた。
　わずか6団体等への聞き取りしかしていないが，
ボランティアの関わり方には，団体等ごとに異な
る形態がみられ，しかも団体の活動の中で，個人
の関わり方も一様ではない。活動は，企画運営に

関わる執行部（役員や有給職員），会費を納め活
動を支える会員，事務的な補助を行うボランティ
ア，現場での活動を担うボランティア，里山保全
活動のように単発的な行事に参加するボランティ
アなどによって担われている。
　多くの会員がいる団体では事務局があり，有給
スタッフがおり，事務作業を手伝うボランティア
が求められている。事務局でではなく翻訳作業の
ように在宅で行う形態もある。
　現場での活動を担うボランティアとしては，自
然観察指導員のように資格制度を設けて，有資格
者の組織化が行われ，そのメンバーが各地で実践
活動を行う場合もあれば，各地での自然環境調査
に参加するボランティアのあっせんを団体の活動
としていたり，単発のイベントへの参加者（ボラ
ンティア）を募集して行事を実施したりする場合
もある。前者の場合はボランティアである指導員
が一般の参加者（客）を集めて観察会などを行う
が，後者の場合は，募集された参加者（客）が，
すなわち活動を行うボランティアということにな
る。これを営利事業化したものが，旅行会社によ
るボランティア・ツアーで，ツアーの企画運営を
旅行会社の社員が行い，旅費を支払って参加し
た旅行者はボランティア活動を体験することにな
る。なお，この際に現地での活動は各地の市民活
動団体等が受け皿となって指導・指揮している。
　このようにボランティアの形態が多様なので，
その募集の仕方も多様になる。不特定を対象とし
た公式な情報の発信は，機関誌やチラシ，新聞広
告などの紙媒体によるものと，ウェブサイト（以
下HP）やFacebook（以下FB）によるインターネッ
トを介したものが中心である。それ以外にも，確
実にボランティアを獲得する上で，スタッフや会
員，ボランティア経験者などがそれぞれの個人的
なつながりで人を探すクチコミが重要な経路に
なっている。クチコミの手段としてSNSが使われ
ているが，団体では実態は把握していない。また，
講演会やシンポジウム，環境フェアのようなイベ
ントの際，参加者に直接声を掛けて勧誘すること
も多く，そこではチラシやパンフレット等の紙媒
体が配布物としてよく使われる。A SEED JAPAN

では，セミナーや団体説明会などを高頻度（月に



表２　団体の活動内容とボランティアの参加（全国的な市民団体等）（その１）
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複数回）開催し来訪者を勧誘している。この説明
会に来訪する人は，そもそも活動に関心があり，
一般的なボランティア検索サイトなどで説明会に
ついて調べている。その他，企業の社会貢献活動
や福利厚生活動の一環としてボランティア活動に
参加することが増えており，各団体は企業とのつ
ながりを深め，企業の職場のネットワークを利用
した参加者募集も広がっている。会員や活動に関

心のある人達（メールアドレスを登録した人達）
に対するメールマガジンも有効に使われている。
　ボランティア活動には，WWFジャパンのよう
に，常時ボランティアの希望者が自分の希望やで
きることを示したボランティア登録をしておき，
団体側が必要に応じて依頼するケースがある。ま
た，自然観察指導員のように，ボランティア活動
を行う前提として指導員資格を取得する必要があ



表３　団体の活動内容とボランティアの参加（全国的な市民団体等）（その２）
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る場合もある。これは環境教育の指導員ボラン
ティアやチェーンソーを用いた山林整備のボラン
ティア，ビオトープ整備など，今回の調査対象団
体関連以外でもいろいろある。
　団体の ICT利用について，HPとFBは基本であ
り，HPでは会の案内や活動紹介，会員募集など
の公式な案内など，固定的な情報が提供され，問
い合わせの窓口になっている。FBはHPと比べて，

情報の新しさや更新頻度の高さに特徴があり，行
事案内やタイムリーな現地報告などに利用されて
いる。Twitterは利用していないところもあるし，
利用していても前2者より比重は軽い。Blogはあ
まり利用されていない。LINEは聞き取り時の時
点では事務連絡程度の利用にとどまっていた。む
しろ，団体としての公式な利用ではなく，スタッ
フやボランティアなどの個人的な連絡手段として
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使われていた。電子メールは団体（事務局）から
の事務連絡，関係者間の情報共有のほか，メール
マガジンによる会員や支持者への活動報告や行事
案内にも利用されている。なお，団体が直接関
与するではなく，HPやFBからの情報を得た人が
SNSで個人的に友人知人等に紹介し，情報が拡散

している。これは情報が伝わっていく中では重要
な過程であるが，団体がそれを管理したり，促し
たりしていることはなかった。
　ボランティア獲得の観点からみたSNSや ICTへ
の期待については，それによって動員を増やせる
といった甘い見方はなく，まずは自分たちの活動



表５　団体のICT利用の現状と期待（全国的な市民団体等）（その２）

8 淺野　敏久・犬塚　裕雅・森　保文・前田　恭伸

について知ってもらう媒体になればよいととらえ
ている。これまでにHPやFBの運用実態をみてき
て，それらが活動への動員に必ずしもつながらな
いとの判断もある。ボランティア・ツアーを企画
販売する旅行会社でも，SNSに期待するのは，企
業発の情報発信による販促よりも，参加者のネッ
トワークづくりを促すことにあり，参加者間のコ
ミュニケーションが活発になり，そこに関わる個
人がSNSによる情報発信を活発化することに期待
している。このようにボランティアや参加者を必
要とする団体側は，自分たちが積極的に不特定多
数の人々に募集を訴えていくよりも，団体や活動
についてより知ってもらえるようにするための手
段として，SNSや ICTに期待をしていて，その先

の情報の伝達は，団体の情報を知った多数の個人
からのクチコミに期待しており，そのクチコミを
拡大するものとしてSNSに期待している。
　HPとFBについて， FBでのタイムリーな情報発
信から，関心を持った人をHPに呼び込むという
ように役割を分けていることがある。またFBを，
広く公開したFBと，仲間内に閉じたグループの
FBとに分けて運用するケースもあり，そこでは
FBを介したボランティアのコミュニティづくり
を期待している。
　SNSの問題点や ICT利用が進まない理由として
は，まだ誰もが（特に高齢者が）インターネット
を利用するわけではないし，そもそも，スタッフ
が高齢化していてSNSを使い切れないという問
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題がある。さらに，必要な人材はこれまでの方法
で確保できるので，ICTを使って新規に不特定の
ボランティアを募集する必要がないという意見も
あった。

（2）地方を活動エリアとする市民団体
　地方を活動エリアとする市民団体について，タ
イプの異なる3事例を調べた（表6，表7）。それらは，
全国的な市民活動団体の地方支部，行政が事務局
となって里山保全の活動を行う市民団体を束ねた
もの，特定の地域を対象として里山保全のために

産官学民が協働する団体を組織したもの，の3つで
ある。ごくわずかな事例であるが，地方の団体と
ボランティアの関わりの一端を知ることができる。
　組織の運営は，会員（中心的な活動メンバー）
や行政職員，有償の職員と無償の委員とばらばら
であるが，事務運営を行うのは，いずれも会の中
心的メンバーであり，それ以外の事務支援に特化
したボランティアはいない。また，現場での活動
は，各団体のメンバーに担われ，現場スタッフと
それを支えるボランティアが分業する構図はみら
れない。現場スタッフ自身がボランティア活動を



表７　団体のICT利用の現状と期待（地方で活動する市民団体）
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主導する。実際の美化活動や里山保全活動では，
一般の参加者が募集されて，現場の作業を行う。
整理しておくと，活動を企画運営している者はボ
ランティア（各団体の会員）であり，そこで企画
されたイベントに参加している者が行っているこ
ともボランティア活動である。このようにボラン
ティアに2種類あり，各団体はそれぞれの人材を
必要としている。2種類のうち，単発の行事参加
者を集めることには比較的支障ないが，団体の活

動の中心となるスタッフ的人材を集めるのには苦
労している。特に，スタッフとして活動する場合，
知識や技能をもつことが求められ，資格取得を必
要とすることもある。この人材確保について，養
成講座や研修会を広報するも，新しい人材を確保
しにくい現状がある。また，新しい団体は生まれ
るものの，既存の団体に新しいメンバーが入りに
くいということもある（淺野，2013）。表には記
していないが，西条・山と水の環境機構でも同様
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で，機構本体も関連団体でもメンバーの高齢化が
進んでいる。
　行事への参加者を募集する場合，クチコミの比
重は高く，企業の職場や大学・高校，自治会等へ
の呼びかけによる動員も確実な方法となってい
る。西条・山と水の環境機構では毎年数百人規模
の活動参加者を集めているが，動員的な呼びかけ
に応じて参加する者が最も多い。地縁を利用し
たものではなく，都市部でひろまっているgreen 

birdのような活動でも，ICTを利用しているが，
結局参加者は，クチコミ的なつながり（参加経験
者，参加希望者の友人・知人へのSNSを使った
紹介に応じるもの）によるものが多く，団体発の
HPやFBからの情報に直接反応して参加する者は
少ない。
　ICT利用については，HPはいずれの団体も開
設しているが， FBやTwitterを入口にしてHPの詳
しい情報に誘導しようとするgreen bird，紙媒体
（行政等の広報）とHPを広報の中心に据えている
どんぐり銀行，HPはあるものの情報発信をもっ
ぱらクチコミや地縁によっている西条・山と水の
環境機構というように三者三様であった。Twitter

やBlog，LINEなどについては，green birdのよう
に積極的に使っているところもある一方で，他
の2者はほとんど使っていない。green birdは以
前mixiを利用していたこともあり，SNSの利用に
積極的である。このように地方の団体の場合は，
SNS利用に熱心な団体（それを可能にする人材を
もつ団体）と最低限の利用しかしない（できない）
団体とに分かれていると考えられる。本稿では紹
介しない（別稿で検討中）が埼玉県入間市の市民
団体を対象としたアンケート調査と聞き取り調査
においては，ほとんどの団体がSNSをあまり使っ
ていなかった。なお，これらの団体でも，会員等
のなかには個人的にSNSの利用に長けていて，個
人の責任で団体の活動紹介などを発信している者
は複数おり，インターネット上に情報が出てこな
いというわけではない。団体としてあまり使って
いないという意味である。
　SNS・ICTの効果や問題点，それへのボランティ
ア獲得上の期待については，それをよく使ってい
ない2団体では特段の意見はなく，積極的なgreen 

birdからは，SNSは新規参加者を獲得するよりも，
既参加者をつなぎとめる手段として期待してい
るとの意見があった。新規参加者は既参加者から
のクチコミで引っ張ってこられると考えている。
SNSは利用者の都合で突然離れてしまうことがあ
るので，SNSだけの関係はつくりたくないとも考
えている。
　ICT利用が進まない理由として，行政からの広
報の中心は依然紙媒体であり，コミュニティセン
ターや小中学校，社会福祉施設，公民館，会員等
に，それを配布することで，集客は達成されてお
り，逆にSNS経由での集客はあまり効果がない
ことがある。また，クチコミや地縁の動員により
必要な参加者はほぼ確保できているので，数の読
めない不特定の市民を集めることを集客の中心に
はおけないという意見もある。ここには，大都市
部と地方とのコミュニティのあり方の差や，行っ
ている活動の規模が具体的にわかっており，それ
を確保するだけであれば，不特定多数に呼びかけ
る必要がそもそもないという事実が反映されてい
る。行事への参加者集めにはあまり困っておらず，
むしろ運営に関わるスタッフ人材の確保が課題で
あり，これについてはクチコミでは不十分となっ
ている。

（3）全国的な中間支援組織
　全国的な中間支援組織については，日本財団，
日本NPOセンター，日本ボランティア・コーディ
ネーター協会の3団体において聞き取りを行った。
各団体は現場で直接ボランティアを集めて自主事
業を行うわけではないので，関わりのある国内の
市民活動の現状や一般論としての意見を主に質問
した。
　まず，昨今の国内ボランティア事情について，
全般的に，ボランティア活動に参加した人に対す
るフォローが弱く，既参加者の活動の質の向上や
量の拡大につながっていない，募集する団体側に
ボランティア参加の意欲を高める工夫が足りな
い，活動の振り返りは最低限必要であるという厳
しい意見のほか，地方の環境活動だと，中高年が
中心でサークル的な側面もあるため，セミクロー
ズドな団体が多く，新規ボランティア獲得の優先



表８　ボランティアとICTの現状と見解（全国的な中間支援組織）
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度が高くない，参加者が魅力に感じるのは活動に
参加することで自分自身が「学べる」ボランティ
アの人気が高い，などの話をきくことができた。
　ICTを活用したボランティア獲得をすすめるこ
と２）について尋ねたところ，いくつか特徴的な
ことや問題点についていくつかの示唆を得た。以
下にその一部を示す（表8）。
　自分の得意とするスキルややりたいことを登録
するサイト（例えばスキルストック３））や，デザ
インや翻訳など仕事内容を分割して募集する動
き（例えばコラボル４））が広がっていて，ICTを
利用した人材獲得は今後進むであろう。しかし，
ボランティア・プラットフォームは新たにいろい
ろとつくられているものの，人材マッチングには
人間的な技術が必要で，機械的に処理するだけで
はうまくいかない。労を惜しんだり人の顔が見え
なかったりするポータルサイトで成功した例はな
い。ボランティア活動を次につなげるためには，
活動についての問題意識や理解を深める必要があ
り，その部分を手厚く人間がフォローしていく必
要がある。ボランティアを求める側は，何をして
もらいたいかを明確にすることと，活動によって
何が得られるかを示すことが必要である。ボラン
ティア獲得には段階がある。まずはとりあえず参
加者を集めて，次第に関与の度合いを深めて，そ
してリーダーになっていく。それを開拓していけ
るかどうかは，コーディネーターの能力による。
　大都市部では，サラリーマンやOLがSNSを使っ
て集まる機会や場所をつくり，そこで実際に会っ
て，交流して新しい活動を生み出すという例が増
えている。そこでは，新規参加者の気持ちをいか
にメンテナンスしていくのかが大切で，セミク
ローズドなコミュニケーション手段が有効に働く
ようであり，単純なSNSだけではうまくいかない。
　市民団体は，ICTを使う団体の場合，目的に
応じて使う手段を使い分けている。各地の現場
に ICTを活用したいというニーズはあり，各地の
NPOセンターの ICT利活用担当者間で ICT支援を
行うネットワークづくりの動きが広がっている。
人材バンク的な活動は，各地の社会福祉協議会が
行っている。コーディネーターを介してのマッチ
ングが主流だが，ICTをうまく使っているところ

もある。うまくいっている例からみると，ICTを
使う場合には，ターゲットは誰で，どの場所での
どんな活動なのかをしっかり意識するなど，戦略
が必要である。ICTを使って人を集めても，その
後どうするのかまで考えていないと意味がない。
一方，日本ボランティア・コーディネーター協会
では，世の動きとしてSNSの活用は避けて通れず，
協会内でも検討されているが，基本はフェイス・
トゥ・フェイスの関係を大事にしたいという。ネッ
トで情報を得ても，「顔を合わせてから」物事は
動き出すのであって，ICTはフェイス・トゥ・フェ
イスの関係を活性化する媒体にすぎない。災害時
のような突発的な出来事に人手を集めるなら ICT

は有効だが，平時の継続的に行われるボランティ
アを勢いで集めるのには無理があると，ICTを活
用したボランティア獲得に懐疑的であった。
　広告媒体としての ICT，コミュニケーションの
ための ICT，人を集めるための ICT，お金を集め
るための ICTなどがあり，活動の中で利用の是非
を考えるべきである。ボランティア・コーディネー
トで，人を集めることとお金を集めることは活動
の両輪であり，ファンドレイシング５）では ICTは
積極的に活用されているが，一方の人集めではあ
まり活用されていない。ICTはメンバー集めには
必ずしも有効でないが，支持者（寄付者）集めに
は有効であると認識されている。
　首都圏のNPOの ICT化には学生インターンやプ
ロボノ６）が貢献しているが，地方ではその種の
人材が少なく ICT化が進んでいない。SNSとオフ
会をセットにしてそこから新しい活動につなげる
ことでも首都圏と地方の差が生じている。このよ
うなボランティア参加についての大都市と地方と
の差が生じていることも注意が必要であろう。特
に，地方の環境活動を行う市民団体はメンバーが
高齢化しており，SNSどころか，「紙」媒体が必
須なところがある。実際に，環境系というわけで
はないが東北の復興支援の人集めでは，紙媒体で
の情報発信や募集をかけないと人が集まらなかっ
たらしい。

（4）地方の中間支援組織
　地方の中間支援組織として，高松市市民活動セ



表９　ボランティアとICTの現状と見解（地方の中間支援組織）
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ンター，岡山NPOセンター，おかやま環境ネッ
トワークに聞き取りを行った（表9）。それぞれ
香川県と岡山県では代表的な中間支援組織である
が，両県が地方のそれを必ずしも代表するもので
はないので，あくまで地方組織の1例という扱い
でとらえる。
　高松市では，市民団体が後継者不足や活動参加
者不足に悩んでいる。新しいNPOは次々生まれ
ているのでNPOの数は減らないものの，団体創
設期のメンバーがそのままで高齢化し組織が縮小
している。市民活動センターがマッチングの手伝
いをしているが，世代に応じた情報伝達手段があ
り，それがうまくつながっておらず，それが世代
間の断絶につながっている。また，現在のボラン
ティアの傾向として，軽く参加するボランティア
が増える一方で，ボランティアの技能の低さが課
題になっている。軽い気持ちで参加した人たちに
対して，仕事を教えるのが既存のメンバーの仕事
になってしまい，本来の活動遂行に支障が出てし
まっている。そのため，小さな市民団体では新規
ボランティアを集めにくくなっている。一方，自
治会などの地縁組織の活動は活発で，自治会の活
動にNPOが相談に乗って活動に協力する形態が
みられる。
　岡山県では，新しい環境系の団体は増えている
ものの，元からある環境系の団体は世代交代がう
まく進んでいないと，上記の高松市やどんぐり銀
行での聞き取り（表6）と同じことが指摘された。
ただし，もう1つの環境問題を対象とした団体で
は，スタッフメンバーが固定化，高齢化し，かつ，
新しい団体も増えていないと答えており，問題は
より深刻である。環境系の団体が高齢化・停滞し
ていることは，全国的中間組織でも指摘されてい
ることである。ボランティア活動には分野別の流
行り廃りの波がある。また，若い人が，既存の市
民団体が主催する行事には参加するものの，その
団体のメンバーにはなろうとしないといわれ，こ
こでも市民団体における世代間の断絶の気配が認
められる。岡山NPOセンターでも，岡山県では
団体間の緩やかな連携が取れているといわれる
が，それは同世代同士でのつながりであって，世
代を超えたつながりは弱い。その背景に情報伝達

手段の差があることは否定できない。
　次に，地方の中間支援組織に対して，全国組織
とはちがい，各組織での ICTの利用状況を尋ねた。
高松市の場合，HPはボランティア募集のための
サイトとして開設されている。ただし，各団体の
情報を閲覧できるだけなので，市民は興味を持っ
たら各団体に直接申し込む形をとっている。凝っ
たサイトではないが，各団体はこのサイトを使い
切れていない。各団体からすれば，情報発信より
も実際の活動で手一杯というのが実情である。
　また，FBについて，センターではそれを情報
の通知にしか使っていない。個別団体のFBもそ
れほど充実しておらず，むしろ個人のFBの方が
活発で面白い。TwitterもBlogも使っておらず，
LINEも公式には使っていない。ただし，LINEに
ついては個人のレベルで，一種のクチコミ手段と
してよく使われている。
　岡山NPOセンターでは，情報開示の5割がHP

によっており，HPの比重は大きい。残りのうち2

割がBlogであり，メールマガジンも発行している。
　イベントへの参加報告を，若者はもっぱらSNS

で行い，それへの「ともだち」の反応がさらなる
情報発信になっている。そこに目をつけて，若者
に活動を取材してもらって記事にし，書いた人の
クチコミがセンターのFBとしても読めるように
なる仕組みをつくっている。また，若い人を中心
につくられた団体では，SNSを使って先進的な取
り組みをしている例もあるが，ここでも世代が壁
になっている。
　ICT・SNSによるボランティア獲得についての
期待や課題について尋ねたところ，高松市市民
活動センターでは，香川県内の環境系の団体で
ICTをうまく使っているところは少なく，市内の
NPOの情報を網羅し，検索できる仕組みを充実
することが第一の課題と答えられ，ボランティア
獲得にそれを積極的に使うところまでは意識され
ていなかった。ボランティアをしようと思ってい
る人が求めている情報と，団体が求める情報が一
致していないことが実際に問題になるので，コー
ディネート機能をもたせないと生きた ICTになら
ないと，全国的な支援組織と同様にコーディネー
ト機能の重要性がここでも指摘された。
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　これは岡山県でも同様で，団体側からの情報開
示において，ボランティアに何をしてほしいのか
が明確でなく，参加することで何が得られるかが
示されていない。参加者が定着するには，役割と
価値をしっかり伝えることが肝要であると全国的
支援組織と全く同じ指摘がなされた。
　ICT利用が進まないことについて，各団体は現
場の活動で手一杯で，ICTまで手が回らないこと
が大きい。また，情報を発信する側が伝えたいこ
とを整理できておらず，参加を希望する市民の側
も自分がしたいことを伝えきれていない。また，
世代による ICT対応に差があり，世代間の情報
ツールギャップが ICT利用の進まない一因になっ
ている。そこでは依然として紙媒体の効果が大き
く，例えば生協の組合員宛のニューズレターのよ
うなものの情報伝達力はかなり高い。

Ⅳ　まとめ

　以上，主に環境に関わる活動に関心をもつ団体
と，そのような市民団体を支援する中間支援組織
に対して，活動にボランティアがどのように関
わっているのか，また，ボランティアを獲得する
ために ICTがどのように利用されているのかにつ
いて調べた結果を示した。その要点をまとめる。
　まず，活動に関わる立場であるが，大きな組織
であれば，有給スタッフが常駐する事務局体制が
つくれていることがあり，それを支援するため
のボランティアが事務局に出入りしている。組織
の小さな団体では団体の運営自体がボランティア
となる。団体の活動を支える主体として，会員制
度が設けられていることが多く，団体の運営は基
本的に会員によって担われている（有給スタッフ
は会員によって組織された団体に雇われている）。
会員には，団体の活動の執行部など中核を担う者
もいれば，会費を支払い情報を得るだけの団体の
支援者・賛同者もいる。また，現場での活動を企
画・実行するのも主に会員（これもボランティア）
による。ただし，それではマンパワー不足になる
ことがあり，単発のボランティアが活動の担い手
として募集される。また，現場での活動の指導を
研究者などの専門家や他の市民団体に依頼する場

合もある。さらに，活動の種類によっては，資格
を必要とする場合もあり，その場合はだれでも自
由にボランティア活動を行えるわけではない。
　これらのボランティアを集める際，それがス
タッフ的ボランティアでも単発行事参加のボラン
ティアでも，主たる勧誘のルートはクチコミが重
要である。SNSが発達した現在，クチコミの手段
としてSNSが利用されている。ただし，それは団
体が仕掛けるSNSではなく，会員や活動に関心
のある人達が偶然情報を得たものをSNSで友人・
知人に情報を拡散するというものである。HPと
FBは基本的なツールとして利用されている。HP

に団体の説明や活動の紹介など，詳しい情報を（そ
れほど速報的な対応をするわけではなく）掲載し，
逆にFBは速報的にイベント案内やボランティア
募集の案内，活動のタイムリーな報告などを行い，
FBで関心をもった人をHPに誘導しようと考えら
れている。FBには不特定多数向けの情報発信を
するものと，グループ内での情報共有のためのも
のとが使い分けられていることもある。これにつ
いてはメーリングリストの利用やメールマガジン
の発信などとも似た利用の仕方といえ，メンバー・
会員・支持者や一度アクセスしてきた者のコミュ
ニケーションを密にし，それらの人達をつなぎ止
めることが，それらの人達からのクチコミによる
情報拡散と並んで意識されている。
　ICTは支持者に訴え，理解者を増やしたり，寄
付など資金を集めたりする場面では有効に機能す
るが，人材募集に関しては必ずしも有効ではない
ということが確認できた。ある人物が見知らぬ市
民団体の活動に参加するという行動をとる場合，
フェイス・トゥ・ファイスの関係が有効であった
り，ボランティアの活動を円滑に進めるためには
仲介者や受け入れ団体側のコーディネート力が問
われたりする。この点は聞き取りをした団体でほ
ぼ同様に指摘されており，それらは実際の経験か
らそのように認識されている。
　ICTを活用したボランティア募集が進まない理
由の1つとして，個々の市民団体で人材が十分に
足りているわけではなく，団体の主目的とする活
動，直面する活動にもてる資源を投入するのは当
然で，そこに注力すると，スタッフやボランティ
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アの募集や人材育成などの組織力強化への取り組
みは二の次にならざるをえない。特に地方の小さ
な団体になると，ICTに詳しい人材がメンバー内
にいない可能性の方が高く，しかも組織としての
活動歴が長く，メンバーが高齢化している場合で
は，なおのこと ICTを十分に担える人材が限られ
る。このように市民活動におけるジェネレーショ
ンギャップが ICT利用に関して顕著で，そのこと
が旧来型市民団体においてメンバーの高齢化と減
少，活動の停滞を招いているとも考えられる。ま
た，ICT技能に長けた人材の地域的な不均等な分
布も，このことに関係する。大都市部では ICTを
活用した新しい試み（しかもそこでは ICTのみで
はなくオフ会などのリアルな社会でのコミュニ
ケーションが重要である）が出現しているのに対
して，地方ではそれがなかなか難しい現状がある
という。
　自分の得意とするスキルややりたいことを登録
するサイトや，デザインや翻訳など仕事内容を分
割して募集する動きが広がっていて，WWFジャ
パンのようにそれを団体単独で行っている例もみ
られた。また自然観察指導員やチェーンソー操作
技能のように資格制度があり，有資格者を名簿で
把握できる場合もある。ボランティア活動として
何ができるかをはっきりさせて，この仕事をして
もらいたいという依頼の仕方がより一層普及し，
それが円滑かつ広範囲の分野で利用できるように
することも課題となる。
　ICT・SNSの活用への一定の期待・ニーズは存
在するものの，地域における担い手候補の全体数
の問題，優先すべき活動との関係で組織づくりや
人材育成が後回しになってしまうことなどから，
メンバーの高齢化やスタッフ不足が大きな課題と
して認識されながらも，それぞれの市民団体にお
いては対応し切れていないというのが実際のとこ
ろであろう。また，スタッフやボランティアとい
う人材に関わることであるがゆえに，当人の能力
や態度，気持ちといった個性への配慮が必要に
なり，地道な勧誘や交渉，フォローアップなど，
仲介役のコーディネート能力が問われ，簡単に
ICT・SNSの技術だけでは対応しきれないことに
も留意すべきである。

Ⅴ　おわりに

　はじめに書いた通り，本稿の背景には，環境市
民活動の発展に資するために環境ボランティア獲
得につながる情報システムの開発を目的とした科
研費研究があり，その研究の一環として，環境市
民団体や市民活動の中間支援組織に対して聞き取
り調査をしてきた結果をまとめたものである。背
景にある目的とは別に，本稿単独の目的は，環境
市民団体が，人集めに関してソーシャルメディア
をどのように使っているのか，そしてそれは運動
のスタイルをどう変えようとしているのかを明ら
かにすることにある。
　その結論として，どのように使っているのかに
ついては以上にまとめているので繰り返さない。
また，運動のスタイルをどう変えようとしている
のかについては，若い世代や大都市域から新しい
活動が生まれてはいるものの，既存の市民団体に
おいては，運動のスタイルを変えるほどには ICT

の影響は受けていない（ICTを活用しようとして
いない）といえる。「動員の革命」（津田，2012）
といった状況は個々の現場では生まれていない，
少なくともそこまでは浸透していないように思わ
れる。しかし，現状のままであれば，既存の市民
団体のメンバーの減少と高齢化は避けることがで
きず，市民活動におけるジェネレーションギャッ
プは解消されない。世代間のギャップと大都市と
地方のギャップをどのように埋めていくのか（い
かないのか）は，市民活動と ICTの関係をみる上
で重要な着眼点になる。

付記

　本調査を実施するにあたり，各団体・組織の関
係者の皆さまには貴重な時間を割いて聞き取りに
協力いただきました。ここに感謝の意を表します。
本研究の遂行にあたっては科研費助成金（基盤研
究C：25350440：ボランティア参加の機構解明と
それを活用したボランティア獲得の為の情報シス
テム開発：代表前田恭伸）を受けている。
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注

1） 環境市民活動の参加について論じたMori et 

al.（2008）は，環境配慮行動を促すのは機会提供

の有無によると指摘し，それを念頭においた情報

システムを創出すべきとした。この関心に従い，

筆者等は既存団体のボランティア獲得ニーズや

情報化対応の現状を調べてきた（森ほか，2008，

2010など）。

2） 各組織に ICTを活用したボランティア獲得を進め

ることをどう考えるか質問している。それは，本

稿の背景に，「ボランティア参加の機構解明とそれ

を活用したボランティア獲得の為の情報システム

開発」を課題とする科研費研究があり，本研究は

その研究の一環として行ってきたものだからであ

る。

3） スキルストック（現在はサイト閉鎖）は東日本大

震災の復興支援を目的につくられたボランティア・

マッチング・サイトで，ボランティア希望者は自

らのスキルを登録し，ボランティアを必要とする

側はその情報を調べて協力を依頼するしくみで

あった。

4） コラボル（http://collavol.com/page/about（2018年8

月27日最終確認））ではオンラインボランティア

と称して必要とされる作業を細切れ（マイクロタ

スク化）にし，登録者がオンラインでその作業を

分担できるような仕組みを構築している。

5） NPO等が活動資金を個人や企業，行政などから集

めることをいう。

6） プロボノとは，各分野の専門家がもっている知識

や技能，経験を活かして社会貢献する活動のこと

である。
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